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地域間賃金格差と投票率

黒阪　健吾

1．はじめに

　何が投票率に影響を与えるのかという問題は，
政治学における 1 つの大きなトピックである。も
し特定のグループの投票率が極端に高い場合，選
挙結果は有権者全体の意見を反映していないかも
しれない。あるいは，投票率を下げている要因を
特定することができれば，投票率を向上させるべ
く，投票環境や制度の改善をすることができるだ
ろう。
　投票率に影響を与える要因の 1 つとして有権者
の所得が挙げられる。たとえば，「所得が高い有
権者ほど投票率が高い」という主張がされること
がある。これは，教育水準が高い有権者は市民意
識が高いため投票率が高く，また教育水準が高い
有権者の所得が高いためである 1）。その一方で，

「所得が高い有権者ほど投票率が低い」という主
張がなされることもある。これは，所得が高い有
権者は投票に行くことで失われる時間の価値，す
なわち投票の機会費用が高くなることが考えられ
るためである。
　本稿では，このような所得の相反する 2 つの効
果について，政治学における社会学的アプロー
チと経済学的アプローチの違いを軸に説明する。
つぎに，経済学的アプローチの立場をとりなが
ら，投票の機会費用に関する実験室実験を行った
Hizen & Kurosaka (2017) を紹介し，機会費用とし
ての所得の効果について別の角度から確認する。

2．投票参加に関する実証研究

　政治学は社会学，社会心理学，経済学などの近
接分野と方法論を共有する研究分野である 2）。な
かでも社会学的アプローチのもとでは，有権者の
社会的属性が投票行動へ与える影響が注目され
る。たとえば，社会経済的に優位な集団はそうで
はない人々と比べ，政治に参加する傾向が強いと
考えられる（Verba et al., 1978）。このような仮説
にもとづき，これまでサーヴェイデータを用いた
多くの実証研究が行われているが，いずれも有権
者の所得が投票行動に正の効果を与えることが確
認されている（Milbrath, 1977; 蒲島 , 1988）。
　それに対して，経済学的アプローチのもとでは，
有権者が個々の選好のもとで合理的な意思決定を
行うことが仮定される 3）。経済学的アプローチに
より有権者の投票行動を説明したものとしては，
Riker & Ordeshook (1968) の意思決定モデルが挙げ
られる。Riker & Ordeshook (1968) は，有権者の投

1）この他の説明として Frey (1971) では，高所得者が生産
活動全般について生産性が高いため，投票に必要な情報収
集活動なども効率的に行うことができるという可能性を挙
げている。

2）これらアプローチの特徴については，山田（2016）3 章
を参照されたい。
3）ここでの経済学的アプローチは，一般に合理的選択論
と呼ばれる。
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票参加を（1）自分の 1 票が結果を変える確率で
ある P と，（2）結果から得られる利得の大きさで
ある B，また（3）投票の「費用」である C と，（4）
有権者としての義務を果たす満足感である D の
4 つの要因によって規定される，期待利益 P×B−

C ＋ D の最大化問題として表現した。すなわち，
有権者は投票による期待収入 P×B および満足感
D が高ければ高いほど，また投票の費用 C が低
ければ低いほど投票するとした。
　ここで，投票費用 C が有権者の投票行動に与
える影響について，投票税などの金銭的費用が存
在しない現代の投票制度のもとでは，投票に行く
ことで失われる時間の価値，すなわち投票の機会
費用が果たす役割が大きいことが考えられる 4）。
このような仮説にもとづき，地理情報を用いた
Gibson et al. (2013) では，有権者の自宅から投票
所までの距離と所得の推定値から投票の機会費用
を推定し，機会費用が投票行動に負の効果を与え
ることを明らかにしている。

3．実験室実験を用いた実証研究

　次に，機会費用としての所得が投票行動に与え
る影響について，サーヴェイデータとは異なる
方法により検証した研究として Hizen & Kurosaka 

(2017) の実験室実験を紹介する。実験室実験を用
いるメリットは，サーヴェイデータでは観察する
ことが難しい「投票の機会費用」などの要因を直
接コントロールすることが可能である点である。
また「自分の 1 票が結果に与える確率」など，投
票に影響を与える他の要因についても観察するこ
とが可能である。
　Hizen & Kurosaka (2017) では参加者を 6 人のグ
ループに分け，さらに候補者 A を支持する 3 人
と，候補者 B を支持する 3 人の 2 グループに分
けた。参加者は自分が支持する候補者へ投票する
か，あるいは投票へ参加せず棄権するか選択する。
参加者 6 人の投票でより多い票を得た候補者が当

選し，その候補者を支持するグループのメンバー
は，投票参加の有無に関わらず一定の報酬を獲得
する。なお候補者が同票を得た場合は，投票前に
ランダムに決められた候補者が当選するとした。
　また，投票の機会費用をどう測るかという問
題については Gill & Prowse (2012, 2015) のスライ
ダー・タスクを利用した。これは，PC 画面上に
複数表示される 0 から 100 までの位置を取るス
ライダーを，マウスを用いて 50 の位置に移動さ
せるというタスクである（図 1 参照）。ここでは，
スライダー・タスクを 1 つ完成させるごとに与え
られる賃金率として，5 円，10 円，50 円の 3 種
類の値が用意された。投票には機会費用の他，実
験の各回に実験参加者ごとにランダムに決められ
た金銭的費用も用意された。
　このような設定のもとで投票の機会費用の計測
を試みた。具体的には，まず全 13 回のラウンド
のうち最初の 3 回で 2 分間のスライダー・タスク
を行い，各実験参加者が完成させることができた
スライダーの個数を計測した（図 2 参照）。その
うえで，4 回目以降の実験では，①投票をせず 2

分間のスライダー・タスクを行うか，②金銭的費
用を支払い投票に参加し，その後 1 分 30 秒のス
ライダー・タスクを行うかという 2 つの選択肢を
実験参加者に提示し，そのうち 1 つを選ぶように
指示をした。すなわち，参加者は投票に参加する
ことにより，金銭的費用に加えてスライダー・タ
スクの作業時間 30 秒を失うことになる。この失

4）Ashenfelter and Kelley (1975) の実証研究によれば 1960, 
1972 年の米国大統領選において，6 ドルの投票税が投票率
を 42％下げる効果があったとされる。

出典：Hizen & Kurosaka (2017) Figure 1 より作成。

図 1　スライダー・タスク画面
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われた 30 秒間にスライダー・タスクに取り組ん
でいたら得られたであろう報酬が投票の機会費用
となる。

4．実験室における機会費用の効果

　Hizen & Kurosaka (2017) で は， ま ず Riker 

& Ordeshook (1968)の意思決定モデルと整合的な，
機会費用を投票行動に反映させる実験参加者の割
合について推定している 5）。なお，推定に際して
は Bardsley & Moffatt（2006）による摂動パラメー
ターを含む Finite Mixture Probit Model を用いた。
その結果，投票するか否かの意思決定において機
会費用を考慮しているとみなされる投票行動の割
合は約半数の 0.497（標準誤差 0.067）にのぼるこ
とが明らかとなった。
　次に，Riker & Ordeshook (1968) の意思決定モ
デルと整合的である実験参加者の投票行動に注目
し，金銭的費用と比較した機会費用の投票行動に
対する影響について検証した。具体的には，実験
参加者の投票行動を説明する次の（1）式をはじ
めとする，摂動パラメーターを含む Probit Model

の推定を行った。

　 (1)

　ここで， は Riker & Ordeshook (1968) にもと
づく，投票から得られる期待利益を表現する潜在
変数である。また， は個人による行動のブレ
を表現している。ここで を Riker & Ordeshook 

(1968) の意思決定モデルを元に定式化し推定した
ところ（2）式の結果を得た。

 (2)

　 は参加者の実験回目における投票から得ら
れる期待収入であり，Riker & Ordeshook (1968) の
意思決定モデルにおける に相当する 6）。また，

は投票に必要な金銭的費用であり， は
投票の機会費用である 7）。また， は参加者が有
権者としての義務を果たす満足感であり，Riker 

& Ordeshook (1968) の D に相当する 8）。さらに，
は実験報酬の支払方法に関するダミー変数

である 9）。なお，式中の *** は係数が 0.1% 水準
で有意であることを，** は 1% 水準で有意である
ことを表現している。
　このように（2）式の結果から，Riker & Ordeshook 

(1968) の意思決定モデルと整合的な実験参加者に
とって，機会費用の増加は棄権確率を高めること
が明らかになった。また，機会費用 と金銭的
費用 の係数の比を取り，機会費用の金銭的費
用に対する限界代替率（-0.020/-0.062）を求める
と 0.320（標準誤差 0.081）となり，機会費用が投

出典：Hizen & Kurosaka (2017) Figure 6 より作成。

図 2　スライダー・タスク 3 回の平均成功数

 

5）Hizen & Kurosak (2017) ではこのようなタイプの投票者
のほか，金銭的費用のみを投票行動に反映させるタイプの
投票者，常に投票するタイプの投票者，常に棄権するタイ
プの投票者を仮定し，それぞれのタイプが実験参加者に占
める割合，および各タイプの投票行動を説明するパラメー
ターを最尤法により同時に推定している。

6）自分の 1 票が結果を変える確率である P については，実
験参加者に対して Hossain and Okui (2013) による Binarized 
Scoring Rule を用いて申告させた。
7）投票の機会費用としては，全 13 回の実験のうち最初
の 3 回におけるスライダー・タスクのパフォーマンスをも
とに，投票で失われた 30 秒の予想報酬額を用いている。
Hizen & Kurosaka (2017) では機会費用に関して，これ以外
の定義も検討しているので参照されたい。
8）有権者としての義務を果たす満足感 D については，
Campbell et al. (1954) で用いられたアンケート内容をもと
に，実験参加者に対して事後的に質問を行った。
9）より具体的には，全 13 回目の利得のうち 1 つがランダ
ムに選ばれる Random Round Payoff Mechanism（RRPM）を
採用したセッションである場合は 1 を，全 13 回目の利得
が積上げられる Accumulated Payoff Mechanism（APM）を
採用したセッションである場合は 0 を取る。
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票参加に与える影響が金銭的費用の約 1/3 となる
ことが示された。

5．おわりに

　本稿では，有権者の所得が投票行動に与える効
果について，社会学的アプローチが主張する正の
効果と，経済学的アプローチが主張する負の効果
の違いについて注目した。社会学アプローチが主
張する，所得が高い有権者ほど投票するという傾
向は，多くの実証研究において確認されることが
明らかになった。ただし，経済学的アプローチが
主張する負の効果についても，投票の機会費用を
適切に選ぶことで確認することが可能である。
　そのような研究の 1 つとして Hizen & Kurosaka 

(2017) を紹介し，そこでは約半数の実験参加者が
機会費用を投票行動に反映させていること，また
その効果は金銭的費用の 1/3 程度であることを明
らかにした。しかしながら，実験室実験での結果
は外的妥当性，すなわち実験室内で得られた結果
の一般性が問われるだろう。そのため，今後は実
験室での結果と実際の有権者の投票行動との関連
性を明らかにするため，実験参加者の投票行動と
社会的属性（学年・性別・専攻分野など）の関係
を明らかにする必要があるだろう。
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